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ークで、1 時限（1 時間半）を使い行った。 
実験結果に対して、まず平均値について、11 の質問のうち、CP チャートが高得点であっ



















であり、中略・・・、5 ないし 7 マン・イヤー（人年）を費やし、コストも 10 万ドルから
20 万ドルを要したことがある」18。このような古典的な分析重視型の例は極端にしても、戦
略や事業計画を作ることが目的のコンサルタントが多くいることも事実である。一般的に、
中堅のコンサルタント会社で戦略立案・事業計画策定におよそ 3 か月から 6 か月の契約が
要求される。また、中小企業診断士でも戦略立案・事業計画策定に 3 か月から 6 か月を要
するであろう。これは、中期事業計画や戦略を作るだけの期間であり、実行、検証は別の場
合が多い。日数換算すると、どちらも週 1 日ペースで月 4 日となり、12 日から 24 日必要
となる。つまり、戦略形成に 12 日から 24 日を要するが、CP チャートによる戦略形成の場
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くて育成できない、育成ノウハウがない、これらの要因で 7 割超である。多くの中小企業
は、採用を、「即戦力」の中途採用に頼りがちである。つまり、仕事をきちっと教えてもら
った経験がないので、教えられない。また、中途採用者が多いと、社内での、年齢、社歴、
職歴がバラバラで、命令系統が明確でなく、組織運営ができていないため、組織学習、育成
に問題が生じているのである。つまり日本の経営に特長的な組織学習ができていないため
に、組織運営、人材育成が課題となっていると考える。この問題に対し、本章では、組織運
営、人材育成は、小集団で、自ら、自社の課題を見つけ出し、実行し、検証するというサイ
クルを回すことが必要であるということを考察した。 
小集団活動については、川喜田（1968）が『生きがいの組織論』をもとに、支援法と支援
者の条件については、Knowles,M.（1970）『成人教育の現代的実践―ペダゴジーからアンド
ラゴジーへ―』をもとに考察した。 
そして、小集団活動による戦略フレームワークの運用について、以下の条件がある。学習
効果つまり、問題解決、人材育成の効果が上がる条件として、①７人程度の小集団とする、
②自分たちの直面する問題が題材となる、③自分たちで考える。そして支援者について、①
現場経験のある支援者が支援する、②支援者は学習者と一緒に考え、学習者が自ら答えを出
すように支援する、というものである。 
この条件に基づき、戦略フレームワークを運用していくことが、中小企業・小規模企業に
とっての組織学習・組織運営・人材育成の課題を解決する方策であると考える。そのために
は、最初の段階で、支援者が必須であり、支援ノウハウを有する支援者の育成が今後の課題
であると考える。 
 
 
 
